
５年度

受付印
様式第２号（第11条関係）

	　　令和　　　年　　　月　　　日（発送日を記入)




香川県知事　　　　　　様

かがわスマートハウス促進事業補助金変更承認申請書

　かがわスマートハウス促進事業補助金について次のとおり変更したいので、かがわスマートハウス促進事業補助金交付要綱第11条の規定により申請します。

１　補助事業者
	住　所
	
	〒
	
	
	
	-
	
	
	
	





	
	※ 個人の場合は住民票に記載された住所をお書きください。（集合住宅の場合は号室(棟)まで記入）

	氏　名
法人の場合は
法人名並びに
代表者の
役職及び氏名
	

	
	※ 楷書ではっきりとご記入ください。
個人の場合は、住民票の表記のとおりお書きください。



（交付申請書と住所が異なる場合には、住所を変更した日付(届出日ではありません)を記入）
		
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日


に上記の住所に変更したので報告します。




	２　交付決定番号
	０
	５
	―
	
	
	
	



	３　交付決定日
（交付決定通知書に記載された日を記入）
	令和
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日


４　変更の内容
	①□補助金額の変更を伴う太陽光発電システムの公称最大出力又は蓄電システムの機種の変更

	②□太陽光発電システム又はＺＥＨを申請し、交付決定を受けた後に、蓄電システム又はＶ２Ｈシステムを追加設置

	③□太陽光発電システム又はＺＥＨと蓄電システム又はＶ２Ｈシステムの両方を申請し、そのいずれか一方のみを中止
※中止する理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	④□ＺＥＨを申請し、交付決定を受けた後に、加算額を変更する場合

	⑤□その他の場合（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


※①又は②にチェックを入れた場合は、別紙の補助対象システム概要書を提出してください。
　※蓄電システム又はＶ２Ｈシステムを追加設置する場合は、変更承認後まで当該システムの工事に着手することはできません。(注)この用紙の大きさは日本産業規格Ａ４とすること。
　　


５　変更の内容（補助金申請額）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※千円未満切捨て(注)この用紙の大きさは日本産業規格Ａ４とすること。
　　

	変　更　前
	変　更　後

	，０００　円
	　，０００　円



太陽光発電システム概要

変更後の内容を次のとおり報告します。　
	変更契約の有無
	☐ 変更あり ☐ 変更なし　
※変更ありの場合、変更契約書を提出ください

	太陽電池の公称最大出力
	．　　kW（小数点２桁未満は切捨て）

	ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅの台数
	　　　　台　　　※台数に応じて、下記の①～③を記載ください

	定格出力
	①
	kW
	②
	kW
	③
	　　　kW

	補助対象経費（税込）
	円


※太陽電池の補助金額は1kWあたり1.3万円となります（上限5万円）

変更の理由（該当する理由に○印）
	
	申請時の太陽電池モジュールの枚数が設置できないことが判明したため

	
	

	
	当初の計画ほどの発電能力は必要ないと考えたため

	
	

	
	在庫切れ等の理由により別の太陽電池モジュールに変更する必要が生じたため

	
	

	
	設置のための資金が不足する見込みとなったため

	
	

	
	その他
	(その他の場合の具体的理由)




蓄電システム概要
変更後の内容を次のとおり報告します。
	変更契約の有無
	☐　変更あり　　☐　変更なし
※変更ありの場合、変更契約書を提出ください

	設置
機器
	メーカー名
	
	ﾊﾟｯｹｰｼﾞ型番
	

	
	蓄電容量
	．　　kWh

	①設備費(ﾊﾟｯｹｰｼﾞ型番一式)
	円

	②その他経費
	円

	③小計（税抜）
	円

	④合計（税込）
	円


※①設備費（ﾊﾟｯｹｰｼﾞ型番一式）の価格（税抜）の1/10が補助金額となります（上限10万円）







[bookmark: _GoBack]
変更の理由（該当する理由に○印）
	
	申請時の蓄電システムが設置できないことが判明したため

	
	

	
	当初の計画ほどの蓄電能力は必要ないと考えたため

	
	

	
	在庫切れ等の理由により別の蓄電システムに変更する必要が生じたため

	
	

	
	設置のための資金が不足する見込みとなったため

	
	

	
	その他
	(その他の場合の具体的理由)





Ｖ２Ｈシステム概要
変更後の内容を次のとおり報告します。
	変更契約の有無
	☐　変更あり　　☐　変更なし
※変更ありの場合、変更契約書を提出ください

	設置機器
	メーカー名
	
	型式
	

	補助対象経費（税込）
	円


※定額10万円が補助金額となります（補助対象経費が10万円未満の場合は補助対象経費が補助額）

変更の理由（該当する理由に○印）
	
	申請時のＶ２Ｈシステムが設置できないことが判明したため

	
	

	
	当初の計画ほどの給電能力は必要ないと考えたため

	
	

	
	在庫切れ等の理由により別のＶ２Ｈシステムに変更する必要が生じたため

	
	

	
	設置のための資金が不足する見込みとなったため

	
	

	
	その他
	(その他の場合の具体的理由)























(注)この用紙の大きさは日本産業規格Ａ４とすること。
　　

